
宝塚市学校施設長寿命化計画 【概要版】

２．本市の学校施設を取り巻く状況
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（２）児童数・生徒数・園児数の推移と将来推計（１）学校施設の築年度別保有量

児童数・生徒数・園児数は、
令和27年度（2045年度）には、
令和2年度（2020年度）より

約5,90０人減少

児童数・生徒数・園児数は、
令和27年度（2045年度）には、
令和2年度（2020年度）より

約5,90０人減少

（３）基本方針

１．計画の目的等

【目 的】

教育環境の質的向上と効果的な長寿命化対策の実施
による、学校施設の維持管理に係るトータルコストの
縮減及び財政負担の平準化を図ることを目的とします。

【対象施設】

小学校24校、中学校12校、幼稚園12園、
特別支援学校1校

【計画期間】

令和3年度（2021年度）～
令和44年度（2062年度）＜42年間＞

【長寿命化改修】
物理的な不具合を直し耐久性を高めることに加え、機能や性能を現代の求められ

る水準まで引き上げる改修を行うこと。

【予防保全的な改修＝予防改修】
将来的に長寿命化を図る建物について、健全な状態に保つための予防的な外部改

修や長寿命化に資する改修を行うこと。
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【計画の位置付け】
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築20年以上 152棟（90%） 25.5万㎡（90%）

対象建物

169棟

28.5万㎡

（年度）

築30年以上 123棟（73%） 21.4万㎡（75%）

築30年以上

4.3万㎡(15%)

築40年以上

12万㎡(42%)

築20年以上

4.1万㎡(14%)

築10年以上

2.5万㎡(9%)

築10年未満

0.5万㎡(2%)

築50年以上

5.1万㎡(18%)

新耐震基準（昭和57年以降）

72棟（43%） 11.4万㎡（40%）

旧耐震基準（昭和56年以前）

97棟（57%） 17.1万㎡（60%）

小学校 校舎 中学校 校舎 小学校 体育館 中学校 体育館 武道場 幼稚園 寄宿舎 給食センター その他

学校施設の老朽化の進行、児童・生徒数の減少といった
状況下において、直近での対策工事費の集中を回避し、適
切な学校環境作りや少子化など時代の変化に対応した学校
施設の整備が必要です。

安心・安全な学校園の整備

時代に応じた教育環境を整備

家庭・地域と連携し、子どもの発達を支援

これを踏まえて、今後どのような学校施設整備を行って
いくべきかを以下のとおり設定し、今後の維持・更新コス
トのシミュレーションを行います。

今後10年間で築30年以上の建物
が9割近くを占めることになるため、
早急な老朽化対策が必要です。

今後10年間で築30年以上の建物
が9割近くを占めることになるため、
早急な老朽化対策が必要です。

【長寿命化】
計画的な改修により施
設の機能や性能を確保
し長く使うことです。



３．コストシミュレーションと実施計画

（１）シミュレーション（従来型）

（２）シミュレーション（長寿命化）

（３）シミュレーション（実施計画）

本市の財政状況を踏まえ、直近
の実施計画を策定し、さらに平準
化を図りました。

従来型との比較

40年間の総額
1,657億円⇒1,434億円

（223億円の削減）

本市の財政状況を踏まえ、直近
の実施計画を策定し、さらに平準
化を図りました。

従来型との比較

40年間の総額
1,657億円⇒1,434億円

（223億円の削減）

（１）費用の集中
～令和10年（2028年）以降、工事が集中し費用が増大するため更なる検討が必要～

耐久性やメンテナンス性を考慮しながら仕様を見直しランニングコストの削減を目指します。
改築時期が集中する時期の予算の確保、実施できる体制や方法を検討する必要があります。

（２）今後の少子化、人口減対策
～施設の保有量削減も含めた施設管理が必要～

 1人あたりに必要な室の面積は増加傾向にありますが、長寿命化改修、改築の際に必要なス
ペースや減築を検討、機能の集約化により床面積の削減を図ります。

 数年後には多数の学校の長寿命化改修が集中しますが、財政状況から見て同時実施が困難な
ため、学校の規模適正化方針により長寿命化する学校を決定し、改修実施が遅れる学校につ
いては具体的な対策を検討する必要があります。

 廃校後の校舎及び敷地の将来における利用方法について検討する必要があります。
 近隣校と連携した施設利用、プールの共有化など、さまざまな運営方法を検討する必要があ
ります。

（３）長寿命化事業の遅延による施設の老朽化
～財政の見通しが立たない状況で、長寿命化改修が遅れる施設の増加～

 劣化部については、点検により把握し計画的に予防修繕を行っていきます。

（４）学校環境の整備
～よりよい教育環境のため、工事の実施方法について検討が必要～

 統合や改築工事では、学校運営に影響が出ることも予想されるため、近隣の代替施設へのバ
スによる移動の検討も必要となります。

 宝塚市教育環境審議会において審議されている通学区域の設定、義務教育学校（小中一貫
校）の取り組みについても長寿命化計画に反映していく必要があります。

４．今後の課題と検討事項

宝塚市学校施設長寿命化計画 概要版

令和3年（2021年）3月策定

宝塚市教育委員会
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10年間

41.3億円/年

10年間

25.6億円/年

40年間の総額

1,657億円

75.6億円/年

対象建物

28.5万㎡
169棟

40年間の平均

41.4億円/年2.4倍
過去の施設関連経費

40年間の平均

過去の

施設関連経費

17.2億円/年

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費
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対象建物

169棟
28.5万㎡

40年間の総額

長寿命化事業

改築

1,434億円

40年間の平均

36億円/年
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４０年間の平均

過去の施設関連経費の平均

従来型の平均

2023年 2033年 2043年 2053年 2062年

510億円

606億円

先送りされた施設の整備が

新たな課題に

実施計画
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10年間 10年間

33.9億円/年

10年間

32億円/年

10年間

41.5億円/年38.9億円/年

対象建物

169棟
28.5万㎡

40年間の総額

長寿命化事業

改築

1,463億円

40年間の平均

37億円/年
2.1倍

過去の

施設関連経費

17.2億円/年

長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設
関連費
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施設整備費
（修繕維持費含む）
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改築 長寿命化改修 予防改修 部位修繕
その他施設

関連費
維持修繕費

水光熱費

・委託料
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過去の施設関連経費の平均

従来型の平均

４０年間の平均

2023年 2033年 2043年 2053年 2062年

543億円

613億円

長寿命化改修や予防保全の実施時期を過

ぎた施設が多いことから、計画初年度であ

る令和5年から令和7年にかけて多額の費

用が必要となる。

長寿命化への転換
-工事費の平準化を図ります-

長寿命化への転換
-工事費の平準化を図ります-

全施設を築50年ほどで改築する
従来型管理を行った場合、今後10
年間に多額の工事費が必要となり
ます。

全施設を築50年ほどで改築する
従来型管理を行った場合、今後10
年間に多額の工事費が必要となり
ます。

（１）情報基盤の整備と活用
学校の状態や改修履歴等を常に把握するため、法定点検に基づき、施設データ・劣化状況調査
票の更新を行い、施設情報・工事履歴・劣化状況を管理していきます。

（２）推進体制等の整備
関係部局と連携を取りながら計画の見直しを
行う体制を構築します。

（３）フォローアップ

５．⻑寿命化計画の継続的運⽤⽅法

ＰＤＣＡサイクルに基づき、市の上位計画や
方針を踏まえ、おおむね5年ごとに計画の見直
しを行います。

構造躯体の健全性、築年数、
過去の老朽改修の実施時期から、
長寿命化区分に分類しました。

■改築
長寿命化に適さない建物（築

48年以上等の条件）は改築とし
ます。
周期：65年

■長寿命化
機能や性能を確保しながら耐

用年数を伸ばします。
周期：80年
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■改築
長寿命化に適さない建物（築

48年以上等の条件）は改築とし
ます。
周期：65年

■長寿命化
機能や性能を確保しながら耐

用年数を伸ばします。
周期：80年


